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概  要 

交通事故対策は，国土交通省や地方自治体において様々な対策が講じられてきている。平成 22 年 12 月に

は国土交通省において『事故ゼロプラン(事故危険区間重点解消作戦)』が発表され，全国的に交通事故撲滅

に向けた取り組みが始まった。このような中で交通事故対策を検討し，効果的かつ効率的に対策を推進して

いくためには，「事故対策範囲を適切に設定すること」，「実施済み対策の効果を評価すること」，「事故対策

実施箇所の優先順位を評価し効果的に展開すること」が大きな課題と考える。 

本稿はこれらの課題に対し，業務事例を基にその解決策の例を示すものである。 

 

1. 交通事故対策検討の課題 

1.1 事故対策の範囲 

事故対策検討業務では，イタルダ区間別データ（財

団法人 交通事故総合分析センター）を用いて，事故危

険区間を選定する手法が一般的である。しかし，前後

に交差点が連続する場合や信号待ちによる滞留区間が

長い場合などでは，隣り合う複数のイタルダ区間で同

じ事故要因となっていることも考えられる。 

事故発生要因を適切に把握し，効果的な事故対策を

立案するためには，ターゲット区間として選定された

イタルダ区間の前後区間も含め，事故対策範囲を設定

することが重要と考える。 

1.2 対策効果の評価 

事故対策効果の評価には 2 つの目的がある。1 つ目

は，評価結果を蓄積し，他の箇所での対策立案する際

の基礎データとして活用すること，2 つ目は，意図し

た効果が得られているかを確認し，効果が無い場合に

は追加対策を検討・実施することである。 

適切に対策効果を評価するためには，“偶発的に発生

する事故に対して適切に効果を評価すること”，

“PDCA サイクルの展開においてスピーディーに対策

効果を評価すること”が課題となる。 

1.3 事故対策実施箇所の優先順位 

事故対策を効率的に展開していくためには，対策実

施箇所の優先順位を評価することが必要である。これ

までは，事故件数，事故率などを指標として対策実施

箇所の優先順位を検討しており，事故件数は少ないが

重大事故が多い箇所の優先順位評価に課題があった。 

 

 

2. 課題に対する解決手法 

2.1 事故対策の範囲の設定手法 

1) 事故対策検討範囲の設定 

交差点部における事故対策検討範囲は，本線シフト

位置や信号待ちによる滞留・渋滞末尾位置など交差点

の影響範囲とすることが重要である。 

2) 移動累計分析を用いた対策検討範囲の設定 

移動累計分析とは，累計の中心を移動させながら事

故データを集計する手法である。この手法を用いれば

事故件数や事故率を閾値として，実際の交通事故の発

生状況に即した事故対策検討範囲を設定することが可

能となる（図 1）。また，区間対策などの対象範囲の抽

出・設定にも活用できる。 

2.2 対策効果の評価手法 

1) 事故件数の増減による対策効果の評価 

事故件数で対策効果を評価する場合は，統計的に評

価できるための事故データが蓄積されているかどうか

に留意する必要がある。事故発生の偶然性については，

ポアソン分布に従うと仮定して，事故の統計的な増減

を認めることができた場合に，対策効果を評価するこ

とが可能となる（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

図 1 移動累計分析の例 
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図 2 対策効果を評価する事故発生件数の近似式 

2) 短期的な対策効果の評価 

短期的に対策効果を評価するためには，交通事故に

繋がり得る危険な交通挙動に着目し，交差点接近速度

や車頭間隔，黄赤信号通過台数，急ブレーキ発生頻度

等の対策前後の交通挙動の変化を評価指標とする。 

地域住民や道路利用者を対象としたアンケート調査

により，利用者の意識を評価することも有効である。 

2.3 事故対策実施の優先順位の評価手法 

事故対策実施の優先順位を評価するには，発生確率

と影響の大きさを散布図にプロットするリスクマトリ

ックスを利用した手法が有効と考える。 

交通事故の場合，縦軸に事故発生確率，横軸に事故

被害規模をとり，象限を発生確率，被害想定額の平均

値等を閾値としてⅠ～IV の領域に 4 分割する。図 3 に

おいて領域Ⅰ～IV は以下のように評価される。 

領域 I：相対的に事故発生確率が高く，事故発生によ

る被害規模も高いため，最も対策の優先順位が高いと

いえる領域。 

領域 II：相対的に事故発生確率は低いが，事故発生に

よる被害規模は高い。事故の発生件数は少ないが，一

度事故が発生すると重大事故に繋がりやすい領域。 

領域 III：相対的に事故発生確率は高いが，事故発生に

よる被害規模額は低い。小規模な事故が多数発生しや

すい領域。 

領域 IV：相対的に事故発生確率が低く，事故発生によ

る被害規模も低いため，対策の優先順位は相対的に低

いといえる領域。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 リスクマトリックスのイメージ 

閾値の設定については，対象とする路線，エリア（例

えば管内）や全国的な平均値を採用することや，類似

する他路線の平均値を用いることが考えられる。 

領域 II と III の優先順位評価については，事故件数

の減少を目標とする場合と重大事故削減を目標とする

場合で見解が分かれるため，対象とするエリアの特質

に応じて判断する必要がある。 

3. 今後の課題 

交通事故対策検討の今後の課題としては，対策効果

を確実に把握し，適切に事故対策展開を図るため以下

のことが考えられる。 

既対策工の役割や効果を適正に評価する必要があり，

対策実施済み箇所においては，追加対策のターゲット

となる事故類型を選定するため，既設対策工の役割を

現地点検や対策実施当時の事故発生図より確認し，対

策工の効果を体系的に整理する必要がある。 

また，対策効果を確認できた対策工を他の箇所で実

施しても，道路構造の違いによって，その効果が異な

ることが予想されるため，道路構造の特性に応じて実

施済み対策工の効果を整理する必要がある。特に，交

差点部においては単路部としての特性も有することに

留意する必要がある。 

さらに，1 つの事故要因に対し，複数の対策工で対

応している場合もあるため，対策工毎に対策効果を評

価するのではなく，対策工の組合せ毎に対策と効果の

関係を整理する必要がある。 

4. おわりに 

事故対策検討業務は事故要因の分析や対策立案，効

果把握，事業実施計画策定等について，未だ確立され

た手法はなく様々な手法を試行錯誤の中で活用してい

る現状にある。 

本稿で述べた手法についても改善が必要であると考

えているが，今後の検討の一助になれば幸いである。 
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